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(57) Abstract: The objective of the present invention i s to provide a heat pump device with which the compressor i s heated effi
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一 国際調査報告 （条約第 2 1条(3))MZ, NA, RW, SD, SL, SZ, TZ, UG, ZM, ZW), ユーラ

必要な加熱量に応 じて効率よく圧縮機への加熱を実施することにより、確実に圧縮機内部への冷媒の
滞留を防止すると共に、待機電力の削減を図ることを可能とするヒー トポンプ装置な らびに、それを備
えた空気調和機、ヒー トポンプ給湯機、冷蔵庫、および冷凍機を得ること。インバータ制御部 1 0 は、
圧縮機 1 の運転待機中において、圧縮機 1 への冷媒寝込量に基づいて、圧縮機 1 への加熱が必要である
か否かを判定すると共に、圧縮機 1 への加熱が必要であると判定 した場合に、冷媒寝込量に応 じて、
モータ 8 に直流電圧を供給する直流通電とモータ 8 に通常運転時よ リも高い周波数の高周波電圧を供給
する高周波通電との うち、いずれか一方を選択 して、モータ 8 の拘束通電を実施するための拘束通電指
令を出力する拘束通電制御部 1 2 と、拘束通電指令に基づき駆動信号を生成する駆動信号生成部 1 3
と、を備える。



明 細 書

発明の名称 ：

ヒー トポンプ装置ならびに、それを備えた空気調和機、ヒー トポンプ給湯

機、冷蔵庫、および冷凍機

技術分野

[0001 ] 本発明は、ヒー トポンプ装置ならびに、それを備えた空気調和機、ヒ一 卜

ポンプ給湯機、冷蔵庫、および冷凍機に関する。

背景技術

[0002] 従来、空気調和機等に用いられるヒー トポンプ装置の運転停止中において

、圧縮機内部への液冷媒の滞留を防止する技術として、圧縮機内部のモータ

を駆動することなくモータ巻線に通電 （以下 「拘束通電」という）して、圧

縮機を加熱することにより液冷媒を気化させて排出するものがある。例えば

、空気調和機の周囲温度が低温状態を検知 した際に、通常運転時における通

常周波数より高い約 2 5 k H z の単相交流電圧を圧縮機に供給 して、騒音や

振動、過大な温度上昇や圧縮機の回転部の回転を抑制 しつつ、圧縮機内部へ

の液冷媒の滞留を防止して圧縮機内部の潤滑作用を円滑にする技術が開示さ

れている （例えば、特許文献 1 ) 。

[0003] さらに、例えば、外気温度に応 じてモータ巻線に直流電流を流すことによ

りモータの巻線に発生する銅損を利用して、ロータを回転させることなくモ

—夕の予備加熱を行う技術が開示されている （例えば、特許文献 2 ) 。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開昭 6 - 9 4 4 5 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 7 _ 1 6 6 7 6 6号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題



[0005] しか しなが ら、特許文献 1 に記載 された技術では、高周波の単相交流電圧

を圧縮機 に供給 しているので、全てのスィ ツチ ング素子がオ フとなる全オ フ

区間が比較的長 く発生することになる。 このような全オ フ区間では、電流は

還流 ダイ才一 ドを介 して直流電源 に回生するため、 モータに効率的に高周波

電流 を流す ことがで きず、圧縮機 の加熱効率が悪 くなる、 という問題があ つ

た。 また、小型で鉄損の小さなモータを用いた場合、印加電圧 に対する発熱

量が小さ くなるため、使用可能範囲内の電圧では必要な加熱量 を得 られない

、 という問題があ った。

[0006] また、特許文献 3 に記載 されたように、 モータ巻線 に直流電流 を流 してモ

一夕の予備加熱 を行 う場合、発熱量は巻線抵抗 と電流の二乗 との積で得 られ

るが、近年のモータの高効率設計 によ りモータの巻線抵抗が小さ くなる傾向

にあるため、十分な加熱量 を得 るには、巻線抵抗が減少 した分、 モータに流

れる電流 を増加 させる必要がある。 このため、 インバ一夕に流れる電流 も増

加 し、 インバー夕の損失が増大 して圧縮機 の加熱効率が悪化する、 という問

題があ つた。

[0007] 本発明は、上記 に鑑みてなされたものであ って、必要な加熱量 に応 じて効

率 よ く圧縮機への加熱 を実施 し、確実 に圧縮機 内部への冷媒の滞留 を防止す

ると共 に、待機電力の削減 を図ることを可能 とする ヒ一 卜ポ ンプ装置な らび

に、 それを備 えた空気調和機、 ヒー トポ ンプ給湯機、冷蔵庫、 および冷凍機

を提供することを目的 とする。

課題を解決するための手段

[0008] 上述 した課題 を解決 し、 目的を達成するため、本発明にかかる ヒ一 卜ボ ン

プ装置は、冷媒 を圧縮する圧縮機構 と前記圧縮機構 を駆動するモータとを有

する圧縮機 と、熱交換器 と、前記モータに所望の電圧 を印加するインバ一タ

と、前記インバ一タを駆動する駆動信号 を生成するインバ一タ制御部 と、 を

備 える ヒ一 卜ポ ンプ装置であ って、前記インバ一タ制御部 は、前記圧縮機 の

運転待機 中において、前記圧縮機への冷媒寝込量 に基づいて、 当該圧縮機へ

の加熱が必要であるか否かを判定すると共 に、 当該圧縮機への加熱が必要で



あると判定 した場合に、前記冷媒寝込量に応 じて、前記モータに直流電圧を

供給する直流通電と前記モータに通常運転時よりも高い周波数の高周波電圧

を供給する高周波通電とのうち、いずれか一方を選択 して、前記モータの拘

束通電を実施するための拘束通電指令を出力する拘束通電制御部と、前記拘

束通電指令に基づき前記駆動信号を生成する駆動信号生成部と、を備えるこ

とを特徴とする。

発明の効果

[0009] 本発明によれば、必要な加熱量に応 じて効率よく圧縮機への加熱を実施 し

、確実に圧縮機内部への冷媒の滞留を防止すると共に、待機電力の削減を図

ることができる、という効果を奏する。

図面の簡単な説明

[001 0] [ 図1] 図 1 は、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置の一構成例を示す図で

ある。

[ 図2] 図 2 は、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置におけるインバ一夕の

—構成例を示す図である。

[ 図3] 図 3 は、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置におけるインバ一タ制

御部の一構成例を示す図である。

[ 図4] 図 4 は、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置における拘束通電制御

部の一構成例を示す図である。

[ 図5] 図 5 は、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置における加熱判定部の

動作を説明するための図である。

[ 図6] 図 6 は、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置における冷媒寝込量出

力部の別の構成例を示す図である。

[ 図7] 図 7 は、実施の形態 1 にかかるヒー 卜ポンプ装置における直流通電指令

生成部の一構成例を示す図である。

[ 図8] 図 8 は、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置における高周波通電指

令生成部の一構成例を示す図である。

[ 図9] 図 9 は、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置における 8 通りのスィ



ツチ ングパ ター ンを示す図である。

[ 図 10 ] 図 1 0 は、実施の形態 1 にかかる ヒー トポ ンプ装置 において直流通電

を選択 した場合の各信号波形 を示す図である。

[ 図 11] 図 1 1 は、実施の形態 1 にかかる ヒー トポ ンプ装置 において高周波通

電を選択 した場合の各信号波形 を示す図である。

[ 図 12 ] 図 1 2 は、実施の形態 1 にかかる ヒー トポ ンプ装置 における冷媒加熱

動作処理のフローチヤ一 卜である。

[ 図 13 ] 図 1 3 は、実施の形態 2 にかかる ヒー トポ ンプ装置 における高周波通

電指令生成部の一構成例 を示す図である。

[ 図 14] 図 1 4 は、実施の形態 2 にかかる ヒー トポ ンプ装置 における高周波通

電時の各信号波形 を示す図である。

[ 図 15 ] 図 1 5 は、各電圧ベ ク トル に対応するインバ一タ内の各スイ ッチ ング

素子の 0 N / 0 F F 状態 を示す図である。

[ 図 16 ] 図 1 6 は、高周波通電時における I P M モータの ロータ停止位置の一

例 を示す図である。

[ 図 17 ] 図 1 7 は、 ロータ位置 と各相電流 との関係 を示す図である。

[ 図 18 ] 図 1 8 は、基準位相 f を変化 させた場合の印加電圧 を示す図である

[ 図 19 ] 図 1 9 は、基準位相 f が 0 ° 、 3 0 ° 、 6 0 ° である場合の各相電

流波形 を示す図である。

[ 図20] 図 2 0 は、実施の形態 4 にかかる冷凍サイクルの一構成例 を示す図で

ある。

[ 図2 1 ] 図 2 は、図 2 0 に示す冷凍サイクル における冷媒の状態遷移 を示す

モ リエル 線図である。

発明を実施するための形態

以下に添付図面 を参照 し、本発明の実施の形態 にかかる ヒ一 卜ポ ンプ装置

な らびに、 それを備 えた空気調和機、 ヒー トポ ンプ給湯機、冷蔵庫、 および

冷凍機 について説明する。なお、以下に示す実施の形態 によ り本発明が限定



され るものではない。

[001 2] 実施 の形態 1 .

図 1 は、実施 の形態 1 にかかる ヒ一 卜ポ ンプ装置の一構成例 を示す図であ

る。 図 1 に示すように、実施 の形態 1 にかかる ヒー トポ ンプ装置 1 0 0 は、

圧縮機 し 四方弁 2 、熱交換器 3 、膨張機構 4 、 および熱交換器 5 が冷媒配

管 6 を介 して順次接続 され、冷凍サイクル 5 0 が形成 され る。 なお、 図 1 に

示す例 では、冷凍サイクル 5 0 を形成 する基本的な構成 を示 してお り、一部

構成要素 を省略 した図 と している。

[001 3] 圧縮機 1 の内部 には、冷媒 を圧縮 する圧縮機構 7 と、 この圧縮機構 7 を動

作 させ るモータ 8 とが設 け られている。 モータ 8 は、 U 相、 V 相、W相 の三

相 の巻 き線 を有 する三相 モ ータである。

[0014] モー タ 8 には、 イ ンバ一タ 9 が電気的に接続 されている。 イ ンバ一タ 9 は

、 直流電圧源 1 1 に接続 され、 直流電圧源 1 1 か ら供給 され る直流電圧 （母

線電圧） V d c を電源 と してモ ータ 8 の U 相、 V 相、W相 の巻 き線 に電圧 V

u 、 V v 、 V w をそれぞれ印加する。

[001 5] また、 イ ンバ一タ 9 には、 イ ンバ一タ制御部 1 0 が電気的に接続 されてい

る。 イ ンバ一タ制御部 1 0 は、 イ ンバ一タ 9 を駆動するための駆動信号 をィ

ンバ一タ 9 へ 出力する。 このイ ンバ一タ制御部 1 0 は、通常運転 モー ドおよ

び加熱運転 モ 一 ドの 2 つの運転 モ 一 ドを備 えている。

[001 6] 通 常運転 モー ドでは、 イ ンバ一タ制御部 1 0 は、 モータ 8 を回転駆動する

ための P W M ( P u l s e W i d t h M o d u l a t i o n ) 信 号 （駆

動信号） を生成 して出力する。 また、加熱運転 モー ドでは、 イ ンバ一タ制御

部 1 0 は、通常運転 モ ー ドとは異 な り、運転待機 中においてモ ータ 8 を回転

駆動 させないように通電することによ りモータ 8 の加熱 を行 い、圧縮機 1 内

部 に滞留 した液冷媒 を温め気化 させて排 出する運転 モ ー ドである。 この加熱

運転 モ 一 ドでは、 モ ータ 8 に直流電流 も しくはモ ータ 8 が追従 で きない高周

波電流 を流す ことによ り、 モータ 8 に発生する熱 を利用 して、圧縮機 1 内部

に滞留 した液冷媒 に加熱する。本実施 の形態では、 この加熱運転 モ ー ドにお



いて、 モー タ 8 を回転駆動 させないよ うに通電 して加熱 を行 うことを、以下

「拘束通電」 と呼ぶ。 なお、 モー タ 8 に直流電流 を流 して拘束通電 を実施 す

る ことを、以下 「直流通電」 と呼び、 モー タ 8 に高周波電流 を流 して拘束通

電 を実施 す る ことを、以下 「高周波通電」 と呼ぶ。 また、本実施 の形態 では

、以下、加熱運転 モー ドを実現 す る構成部 および動作 について説 明す る。

[001 7] イ ンバ 一 タ制御部 1 0 は、加熱運転 モー ドを実現 す る構成部 と して、拘束

通電制御部 1 2 お よび駆動信号生成部 1 3 を備 えている。拘束通電制御部 1

2 は、加熱判定部 1 4 、 直流通電指令 生成部 1 5 、 および高周波通電指令 生

成部 1 6 を備 えている。 なお、 ここでは、通常運転 モー ドを実現 す るための

—部構成要素 を省略 した図 と している。

[001 8] 図 2 は、実施 の形態 1 にかか る ヒー トポ ンプ装置 におけるイ ンバ 一 タ 9 の

—構成例 を示 す図であ る。 図 2 に示 す よ うに、 イ ンバ 一 タ 9 は、 ブ リッジ結

線 されたスィ ツチ ング素子 7 0 a ~ 7 0 f 、 お よび各 スィ ツチ ング素子 7 0

a ~ 7 0 f にそれ ぞれ並列接続 された還流 ダイ才一 ド8 0 a ~ 8 0 f を有 し

ている。 このイ ンバ 一 タ 9 は、 直流電圧源 1 1 に接続 され、母線 電圧 V d c

を電源 と して、 イ ンバ 一 タ制御部 1 0 よ り送 られた P W M 信号 （U P 、 V P

、 W P 、 U N 、 V N , W N ) によ り、 それ ぞれ に対応 したスイ ッチ ング素子

( U P はスイ ッチ ング素子 7 0 a 、 V P はスイ ッチ ング素子 7 0 b 、 W P は

スイ ッチ ング素子 7 0 c 、 U N はスイ ッチ ング素子 7 0 d 、 V N はスィ ッチ

ング素子 7 0 e 、 W N はスイ ッチ ング素子 7 0 f にそれ ぞれ対応）が駆動 さ

れ、 モー タ 8 の U 相、 V 相、W相 の巻 き線 にそれ ぞれ印加 す る三相 の電圧 V

u 、 V v 、 V w を発生 させ る。

[001 9] 図 3 は、実施 の形態 1 にかか るイ ンバ 一 タ制御部 の一構成例 を示 す図であ

る。 イ ンバ 一 タ制御部 1 0 は、上述 した よ うに、加熱判定部 1 4 、 直流通電

指令 生成部 1 5 、 および高周波通電指令 生成部 1 6 を備 える拘束通電制御部

1 2 お よび駆動信号生成部 1 3 を備 え構成 され る。加熱判定部 1 4 は、加熱

指令部 1 7 お よび通電切替部 1 8 を備 えている。 また、駆動信号生成部 1 3

は、 電圧指令算 出部 1 9 お よび P W M 信号生成部 2 0 を備 えている。



[0020] 直流通電指令生成部 1 5 は、加熱指令部 1 7 か ら出力される加熱量 H * に

基づいて、直流電圧指令 V d c * および直流電圧位相指令 d c を含む直流

通電指令を生成 し、高周波通電指令生成部 1 6 は、加熱指令部 1 7 か ら出力

される加熱量 H * に基づいて、高周波電圧指令 V a c * および高周波電圧位

相指令 a c を含む高周波通電指令を生成する。

[0021 ] 加熱指令部 1 7 は、圧縮機 1 に滞留 した液冷媒の寝込量を推定 して、加熱

要否を駆動信号生成部 1 3 に出力すると共に、液冷媒の追い出 しに必要な加

熱量 H * を求めて直流通電指令生成部 1 5 および高周波通電指令生成部 1 6

に出力 し、直流通電指令生成部 1 5 の出力である直流電圧指令 V d c * およ

び直流電圧位相指令 d c を含む直流通電指令 と、高周波通電指令生成部 1

6 の出力である高周波電圧指令 V a c * および高周波電圧位相指令 a c を

含む高周波通電指令 とを切 り替える通電切替信号を通電切替部 1 8 に出力す

る。

[0022] 通電切替部 1 8 は、直流電圧指令 V d c * および直流電圧位相指令 d c

も しくは高周波電圧指令 V a c * および高周波電圧位相指令 a c のいずれ

か、つまり、直流通電指令も しくは高周波通電指令のいずれかを選択 し、電

圧指令 V * および電圧位相指令 e を含む拘束通電指令 として駆動信号生成部

3 に出力する。

[0023] 電圧指令算出部 1 9 は、電圧指令 V * および電圧位相指令 e に基づいて三

相 （U相、 V 相、W相）電圧指令 V u * 、 V v * 、 V w * を生成する。 P W

M信号生成部 2 0 は、三相電圧指令 V u * 、 V v * 、 V w * および母線電圧

V d c に基づいて、インバ一タ 9 を駆動するための P W M信号 （U P、 V P

、 W P、 U N、 V N、 W N ) を生成する。

[0024] つ ぎに、実施の形態 1 にかかるヒ一 卜ポンプ装置 1 0 0 における拘束通電

制御部 1 2 の詳細構成および動作について、図 4 〜図 6 を参照 して説明する

[0025] 図 4 は、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置における拘束通電制御部

の一構成例を示す図である。 また、図 5 は、実施の形態 1 にかかるヒ一 卜ポ



ンプ装置における加熱判定部の動作を説明するための図である。図 5 ( a )

は、圧縮機 1 の周辺の雰囲気温度 （例えば、外気温度）T c および圧縮機 1

の温度 （圧縮機温度）T o と時間との関係を示 し、図 5 ( b ) は、単位時間

当たりの冷媒寝込量を示 し、図 5 ( c ) は、単位時間あたりの加熱量 H * を

示 している。また、図 6 は、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置におけ

る加熱判定部の別の構成例を示す図である。

[0026] 拘束通電制御部 1 2 は、上述 したように、加熱判定部 1 4 、直流通電指令

生成部 1 5 、および高周波通電指令生成部 1 6 を備え、加熱判定部 1 4 は、

加熱指令部 1 7 および通電切替部 1 8 を備えている。加熱指令部 1 7 は、図

4 に示すように、冷媒寝込量出力部 4 0 、加熱要否判定部 2 5 、加熱量演算

部 2 6 、および通電切替判断部 2 7 を備え構成される。冷媒寝込量出力部 4

0 は、温度検出部 2 1 および冷媒寝込量推定部 2 2 を備えている。また、通

電切替部 1 8 および通電切替判断部 2 7 は、通電切替制御部 3 3 を構成 して

いる。

[0027] 温度検出部 2 は、圧縮機 1 の周辺の雰囲気温度 （例えば、外気温度）T

c および圧縮機 1 の温度 （圧縮機温度）T o を検出し、冷媒寝込量推定部 2

2 は、雰囲気温度 T c および圧縮機温度 T o に基づいて、圧縮機 1 内に滞留

した液冷媒の寝込量を推定する。ここで、冷凍サイクル 5 0 を循環する冷媒

は、冷凍サイクル 5 0 を形成する各構成部のうち、最も温度の低い箇所で凝

縮 して溜まり込んでいく。圧縮機 1 は、冷凍サイクル 5 0 を形成する各構成

部の中で最も熱容量が大きいため、図 5 ( b ) に示すように、雰囲気温度 T

c の上昇に対 して、圧縮機温度 T o が遅れて上昇 して最も温度が低 くなる。

このため、圧縮機 1 の内部に液冷媒が滞留する。本実施の形態では、冷媒寝

込量推定部 2 2 は、例えば、あらか じめ実験等により求めた雰囲気温度 T c

と圧縮機温度 T o との関係に基づいて、図 5 ( b ) に示すように、単位時間

t 当たりの冷媒寝込量を推定する。なお、圧縮機 1 の熱容量をあらか じめ把

握 している場合には、雰囲気温度 T c のみを検出して、雰囲気温度 T c の変

化に対 して圧縮機温度 T o がどの程度遅れて変化するか推定することにより



、単位時間 t 当たりの冷媒寝込量を推定することが可能である。この場合に

は、圧縮機温度 T o を検出するセンサを削減することができ、コス トを削減

することができる。また、雰囲気温度 T c に代えて、冷凍サイクル 5 0 を形

成する各構成部の中で圧縮機 1 よりも熱容量が小さい熱交換器 3 等の温度を

検出するようにしても、同様に単位時間 t 当たりの冷媒寝込量を推定するこ

とが可能であることは言うまでもない。

[0028] また、図 6 ( a ) に示すように、冷媒寝込量出力部 4 0 a は、図 5 におい

て説明 した温度検出部 2 および冷媒寝込量推定部 2 2 に代えて、圧縮機 1

内部の冷媒寝込量を検出する冷媒寝込量検出部 2 3 を設けている。このよう

に、より直接的に冷媒寝込量を検出するようにすれば、より正確な冷媒寝込

量を把握することが可能である。なお、圧縮機 1 内部の冷媒寝込量を検出す

るセンサとしては、液量を測る静電容量センサや、 レーザ一や音、電磁波等

により圧縮機 1 の上部と冷媒の液面との距離を測るセンサ等がある。また、

図 6 ( b ) に示すように、温度検出部 2 1、冷媒寝込量推定部 2 2 、冷媒寝

込量検出部 2 3 、および冷媒寝込判定切替部 2 4 を備える冷媒寝込量出力部

4 0 b を設け、冷媒寝込量の推定値と検出値とのうちのいずれかを選択する

ように構成 してもよいし、さらには、冷媒寝込量の推定値および検出値の両

方を用いて以降の制御を行うようにしてもよい。

[0029] 加熱要否判定部 2 5 は、冷媒寝込量出力部 4 0 (あるいは4 0 a 、または

4 0 b ) の出力である冷媒寝込量に基づいて、圧縮機 1への加熱要否を判定

する。圧縮機 1への加熱が必要である、つまり、液冷媒が圧縮機 1 内部に滞

留 している場合、あるいは、液冷媒が圧縮機 1 内部に滞留 していると推定さ

れた場合には、加熱要否判定部 2 5 は、 PWM信号生成部 2 0 にO N信号を

出力すると共に、加熱量演算部 2 6 に圧縮機 1 内部に滞留 した液冷媒を追い

出すために必要な加熱量 H * の演算開始を指示 し、圧縮機 1への加熱が不要

である、つまり、液冷媒が圧縮機 1 内部に滞留 していない場合、あるいは、

液冷媒が圧縮機 1 内部に滞留 していないと推定された場合には、加熱要否判

定部 2 5 は、 PWM信号生成部 2 0 に0 F F 信号を出力する。



[0030] 加熱量演算部 2 6 は、加熱要否判定部 2 5 か ら加熱量 H * の演算開始を指

示されると、冷媒寝込量出力部 4 0 (あるいは 4 0 a 、 または 4 O b ) の出

力である冷媒寝込量に応 じて、圧縮機 1 内部 に滞留 した液冷媒を追い出すた

めに必要な加熱量 H * を演算 し、直流通電指令生成部 1 5 、高周波通電指令

生成部 1 6 および通電切替判断部 2 7 に出力する。 この加熱量 H * は、圧縮

機 1 の種類や大 きさにより変化 し、圧縮機 1 が大 きい場合や熱が伝わ りに く

い素材や形状である場合には、加熱量 H * を高 く設定すればよい。

[0031 ] 通電切替判断部 2 7 は、図 5 ( c ) に示すように、あ らか じめ直流通電を

行 うか高周波通電を行 うかを決定する閾値 を有 してお り、加熱量 H * が閾値

以上であるか閾値未満であるかに基づいて、通電切替部 1 8 を制御する。加

熱量 H * が閾値以上である場合には、通電切替判断部 2 7 は、通電切替部 1

8 により直流通電指令生成部 1 5 か ら出力される直流電圧指令 V d c * およ

び直流電圧位相指令 d c を選択 （以下、 「直流通電を選択」 という） して

電圧指令 V * および電圧位相指令 と して出力されるように制御 し、加熱量

H * が閾値未満である場合には、通電切替判断部 2 7 は、通電切替部 1 8 に

より高周波通電指令生成部 1 6 か ら出力される高周波電圧指令 V a c * およ

び高周波電圧位相指令 a c を選択 （以下、 「高周波通電を選択」 という）

して電圧指令 V * および電圧位相指令 e と して出力されるように制御する。

[0032] つ ぎに、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置における直流通電指令生

成部 1 5 の詳細構成および動作について、図 7 を参照 して説明する。図 7 は

、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置における直流通電指令生成部の一

構成例 を示す図である。図 7 に示すように、直流通電指令生成部 1 5 は、直

流電圧指令演算部 2 8 および直流電圧位相指令演算部 2 9 を備え構成 される

[0033] 直流電圧指令演算部 2 8 は、加熱量 H * と直流電圧指令 V d c * との関係

をテ一プルデ一タと してあ らか じめ記憶 しておき、加熱量演算部 2 6 か ら入

力される加熱量 H * に応 じて、直流電圧指令 V d c * を演算 して出力する。

なお、上述 した例では、加熱量 H * を入力 と しているが、上述 した圧縮機 1



の周辺の雰囲気温度 （例えば、外気温度）丁 0 ゃ圧縮機温度丁 0 、圧縮機 1

の構造に関する情報など種々のデータを用いて、直流電圧指令 V d c * の信

頼性を向上させることも可能であることは言うまでもない。

[0034] また、直流電圧位相指令演算部 2 9 は、モータ8 に通電する直流電圧位相

指令 d c を求める。ここでは、直流電圧を印加するために直流電圧位相指

令 d c は固定値とし、例えばモータ8 の 0 ° の位置において通電する場合

には、 d c = Oを出力する。ただ し、固定値で連続通電を行った場合、モ

—タ8 の特定部分のみが発熱するため、本実施の形態では、時間の経過と共

に直流電圧位相指令 d c を変化させ、モータ8 を均一に加熱するようにし

ている。

[0035] つぎに、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置における高周波通電指令

生成部 1 6 の詳細構成および動作について、図 8 を参照 して説明する。図 8

は、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置における高周波通電指令生成部

の一構成例を示す図である。高周波通電指令生成部 1 6 は、高周波電圧指令

演算部 3 0 および高周波電圧位相指令演算部 3 を備え構成される。

[0036] 高周波電圧指令演算部 3 0 は、加熱量 H * と高周波電圧指令 V a c * との

関係をテ一プルデ一タとしてあらか じめ記憶 しておき、加熱量演算部 2 6 か

ら入力される加熱量 H * に応 じて、高周波電圧指令 V a c * を演算 して出力

する。なお、上述 した例では、加熱量 H * を入力としているが、直流電圧指

令演算部 2 8 と同様に、圧縮機 1 の周辺の雰囲気温度 （例えば、外気温度）

T c や圧縮機温度 T o 、圧縮機 1 の構造に関する情報など種々のデータを用

いて、高周波電圧指令 V a c の信頼性を向上させることも可能であることは

言うまでもない。

[0037] また、高周波電圧位相指令演算部 3 1 は、モータ8 に通電する高周波電圧

位相指令 a c を求める。ここでは、高周波電圧を印加するために高周波電

圧位相指令 a c を0 ° ~ 3 6 0 ° の範囲で連続的に変化させる。ここで、

高周波電圧位相指令 a c が 0 ° ~ 3 6 0 ° の範囲で変化する周期を短 くす

ることにより、高周波電圧の周波数を増加させることができる。



[0038] ここで、実施の形態 1 にかかるヒ一 卜ポンプ装置 1 0 0 において、直流通

電 と高周波通電 とを加熱量に応 じて切 り替える主旨について説明する。

[0039] 直流通電の場合、モータ 8 に直流電流 I d c を流すことにより、モータ 8

を構成する巻線の抵抗 R と I d c とに比例 した銅損 をモータ 8 の巻線 に発生

させることにより、モータ 8 内部 に滞留 した液冷媒に加熱することができる

[0040] また、直流電流 I d c を増加させるようにインバ一タ 9 を駆動することに

より、大 きな発熱量を得 ることができ、圧縮機 1 内部 に滞留 した液冷媒を短

時間で排出することが可能である。 しか し、近年のモータは、高効率設計に

より巻線の抵抗値が小さ くなる傾向であるので、従来よりも巻線の抵抗値が

小さ くなつた分、十分な加熱量を得 るためには、直流電流 I d c を増加させ

る必要がある。 このため、インバ一タ 9 の損失が増大 してモータ 8 の加熱効

率が悪化 し、消費電力が増加するため、運転待機 中に長時間冷媒加熱を行 う

のに適 した通電手法ではない。

[0041 ] —方、高周波通電の場合、インバ一タ 9 によりモータ 8 に高周波電流 I a

c を流すことにより、モータ 8 を構成する固定子や回転子の材料である磁性

体に渦電流損や ヒステ リシス損 といった鉄損 を発生させることにより、モ一

タ 8 内部 に滞留 した液冷媒に加熱することができる。

[0042] また、高周波電流 I a c の角周波数 ω を高 くすることにより、鉄損が増加

して発熱量を大 きくすることができ、 さらには、モータ 8 のインダクタンス

によるインピーダンスを高 くすることができるので、高周波電流 I a c を抑

制することでき、ィンバ一タ 9 の損失を低減 しつつモータ 8 内部 に滞留 した

液冷媒への高効率な加熱が可能 となるため、運転待機 中に長時間冷媒加熱を

行 うのに適 している。 このため、待機電力の削減 による省エネルギー化が可

能であ り、地球温暖化防止に寄与することができる。 しか し、高周波通電を

行 う場合には、通電周波数が可聴帯域内であるとモータ 8 の電磁音による騒

音が問題 となるため、可聴周波数限界である 2 0 k H z に近づける必要があ

る。 また、鉄損が小さい小型のモータ 8 を用いた場合や、インダクタンスが



大きいモータ8 を用いた場合には、印加電圧に対する発熱量が小さくなる。

[0043] したがって、本実施の形態では、加熱量H * が大きい場合には、直流通電

を行うことで加熱量を大きくすることにより短時間で液冷媒の排出を行い、

加熱量H * が小さい場合には、高周波通電を行うことにより消費電力の削減

を図る。このように、加熱量H * の大きさに応じて、直流通電と高周波通電

とを切り替えることにより、確実に圧縮機 1内部に滞留した液冷媒を排出可

能となり、消費電力を削減して地球温暖化防止に寄与した冷媒加熱運転が可

能となるだけでなく、インバ一タ9 に大きな直流電流 I d c が流れる時間を

短縮できるので、信頼性の向上ゃィンバ一タ9 の放熱構造の簡素化によるコ

ス卜削減が可能となる。
[0044] つぎに、電圧指令算出部 1 9 における電圧指令値V u * ，V v * ，V w *

の生成手法と、PW M信号生成部2 0 におけるPW M信号の生成手法とにつ

いて、図9 〜図1 1 を参照して説明する。

[0045] モータ8 が三相モータである場合には、一般的に、U相、V相、およびW

相の各位相は、互いに1 2 0 ° ( = 2 / 3 ) ずつ異なる。そのため、各電

圧指令値V u * ，V v * ，V w * を次式 （1 ) 〜 ( 3 ) のように位相が2

/ 3 ずつ異なる余弦波 （正弦波）と定義する。

[0046] V u * = V * X c o s （1 )

V v * = V * X c o s ( Θ — ( 2 / 3 ) π ) ( 2 )

V w * = V * X c o s ( θ + ( 2 / 3 ) ) ( 3 )

[0047] 電圧指令算出部 1 9 は、電圧指令V * および電圧位相指令eに基づき、上

式 （1 ) ~ ( 3 ) を用いて各電圧指令値V u * ，V v * ，V w * を算出して

PW M信号生成部2 0 に出力する。PW M信号生成部2 0 は、各電圧指令値

V u * ，V v * ，V w * と、所定の周波数で振幅値が土 （V d c / 2 ) のキ

ャリア信号 （基準信号）とを比較し、相互の大小関係に基づき各PW M信号

U P , V P , W P , U N , V N , W Nを生成する。

[0048] なお、上式 （1 ) ~ ( 3 ) では、単純な三角関数で各電圧指令V u * ，V

v * ，V w * を求めているが、上述した手法以外に、二相変調や三次高調波



重畳変調、空間ベ ク トル変調 といった他の手法を用いて、電圧指令 V u * ，

V v * ， V w * を求めてもよい。

[0049] ここで、電圧指令値 V u * がキヤ リァ信号よりも大 きい場合には、 U P は

スィツチング素子 7 0 a をオ ンにする電圧 と し、 U N はスィツチング素子 7

0 d をオフにする電圧 とする。 また、電圧指令値 V u * がキャ リア信号より

も小さい場合には、逆に、 U P はスイッチング素子 7 0 a をオフにする電圧

と し、 U N はスイッチング素子 7 0 d をオ ンにする電圧 とする。他の信号に

ついても同様であ り、電圧指令値 V V * とキヤ リァ信号 との比較 によりV P

および V N が決定され、電圧指令値 V w * とキヤ リア信号 との比較 によりW

P およびW N が決定される。

[0050] 一般的なインバ一夕の場合、相補 P W M方式を採用 しているため、 U P お

よび U N、 V P および V N、W P およびW N はそれぞれ互いに論理反転 した

関係 となる。そのため、スイッチングパターンは全部で 8 通 りとなる。

[0051 ] 図 9 は、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置における 8 通 りのスイツ

チングパターンを示す図である。なお、図 9 では、各スイッチングパターン

で発生する電圧ベ ク トルにV O ~ V 7 の符号を付 している。 また、各電圧べ

ク トルの電圧の方向を± U， ± V ， 土W (電圧が発生 しない場合には 0 ) で

表 している。 ここで、 + U とは、 U相 を介 してモータ 8 へ流入 し、 V 相及び

W相 を介 してモータ 8 か ら流出する U相方向の電流を発生させる電圧であ り

、一U とは、 V 相及びW相 を介 してモータ 8 へ流入 し、 U相 を介 してモータ

8 か ら流出する—U相方向の電流を発生させる電圧である。 ± V ，土W につ

いても同様の解釈である。

[0052] 図 9 に示すスイッチングパターンを組み合わせることにより、インバ一タ

9 に所望の電圧を出力させることができる。例えば、通常の圧縮動作を行 う

通常運転 モー ドでは、数 1 0 H z 〜数 k H z の範囲で動作させることが一般

的である。 こ こで、 電圧位相指令 eを固定値 にすることにより、加熱運転 モ

- ドにおける直流通電を行 うことができ、電圧位相指令 eを通常運転 モー ド

よりも高速で変化させることにより、加熱運転 モ一 ドにおける高周波通電を



行うことができる。

[0053] 図 1 0 は、実施の形態 1 にかかるヒ一 卜ポンプ装置において直流通電を選

択 した場合の各信号波形を示す図である。 = 9 0 ° に設定 した場合は、図

1 0 に示すように、 V u * = 0 、 V v * = —0 . 5 V * 、 V w * = 0 . 5 V

* となり、基準信号と比較 した結果、図 1 0 に示す各 PWM信号 U P，V P

，W P， U N , V N , W Nが得 られ、図 9 の電圧ベク トルV O ( 0 電圧）、

V 2 ( + V 電圧）、 V 6 (_W 電圧）、 V 7 ( 0 電圧）が出力され、モータ

8 に直流電流を流すことが可能となる。

[0054] また、図 1 1 は、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置において高周波

通電を選択 した場合の各信号波形を示す図である。高周波通電では、電圧位

相指令 = 0 ° ~ 3 6 0 ° に設定 しているため、図 1 1 に示すように、 V u

* 、 V v * 、ソ « * はそれぞれ 1 2 0 ° 位相差の正弦 （余弦）波となり、基

準信号と比較 した結果、図 1 1 に示す各 PWM信号 U P，V P , W P， U N

，V N , W Nが得 られ、時間の変化とともに電圧ベク トルが変化 し、モータ

8 に高周波電流を流すことが可能となる。

[0055] つぎに、実施の形態 1 にかかるヒ一 卜ポンプ装置 1 0 0 における冷媒加熱

動作処理について、図 1 2 を参照 して説明する。図 1 2 は、実施の形態 1 に

かかるヒ一 卜ポンプ装置における冷媒加熱動作処理のフローチヤ一 卜である

。図 1 2 に示すように、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置における冷

媒加熱動作処理は、加熱判定ステップ、通電切替ステップ、電圧指令値算出

ステツプ、および PWM信号生成ステツプの4 つのステツプに分割される。

[0056] 運転待機中において、加熱要否判定部 2 5 は、圧縮機 1への加熱が必要か

否かを判定する （ステップS T 1 0 1 ) 。本実施の形態では、上述 したよう

に、加熱要否判定部 2 5 は、冷媒寝込量出力部 4 0 の出力である冷媒寝込量

に基づいて、圧縮機 1への加熱要否を判定する。

[0057] 圧縮機 1への加熱が不要である、つまり、液冷媒が圧縮機 1 内部に滞留 し

ていない場合、あるいは、液冷媒が圧縮機 1 内部に滞留 していないと推定さ

れた場合には （ステップS T 1 0 1 ；N o ) 、加熱要否判定部 2 5 は、 PW



M信号生成部 2 0 にO F F 信号を出力 して、圧縮機 1 への加熱が必要 となる

まで、 この加熱要否判定ステ ップを繰 り返 し実施する。

[0058] 圧縮機 1 への加熱が必要である、つまり、液冷媒が圧縮機 1 内部 に滞留 し

ている場合、あるいは、液冷媒が圧縮機 1 内部 に滞留 していると推定された

場合には （ステ ップS T 1 0 ；Y e s ) 、加熱要否判定部 2 5 は、 P W M信

号生成部 2 0 にO N信号を出力すると共に、加熱量演算部 2 6 に圧縮機 1 内

部 に滞留 した液冷媒を追い出すために必要な加熱量 H * の演算開始を指示す

る。

[0059] 加熱量演算部 2 6 は、加熱要否判定部 2 5 か ら加熱量 H * の演算開始を指

示されると、冷媒寝込量に応 じて、加熱量 H * を演算 し、直流通電指令生成

部 1 5 、高周波通電指令生成部 1 6 および通電切替判断部 2 7 に出力する （

ステ ップS T 1 0 2 ) 。

[0060] 続 いて、直流通電指令生成部 1 5 は、加熱量 H * に応 じて、直流電圧指令

V d c * および直流電圧位相指令 e d c を生成 し、高周波通電指令生成部 1

6 は、加熱量 H * に応 じて、高周波電圧指令 V a c * および高周波電圧位相

指令 a c を生成する （ステ ップS T 1 0 3 ) 。

[0061 ] 続 いて、通電切替判断部 2 7 は、加熱量 H * が閾値以上であるか閾値未満

であるかを判定する （ステ ップS T 1 0 4 ) 。通電切替判断部 2 7 は、加熱

量 H * が閾値以上である場合には直流通電を選択 し （ステ ップS T 1 0 4 ；

Y e s ) 、直流通電指令生成部 1 5 か ら出力される直流電圧指令 V d c * お

よび直流電圧位相指令 e d c が出力されるように通電切替部 1 8 を制御 し、

加熱量 H * が閾値未満である場合には高周波通電を選択 し （ステ ップS T

0 4 ；N o ) 、高周波通電指令生成部 1 6 か ら出力される高周波電圧指令 V

a c * および高周波電圧位相指令 a c が出力されるように通電切替部 1 8

を制御する。

[0062] 電圧指令算出部 1 9 は、直流通電が選択された場合には （ステ ップS T 1

0 4 ；Y e s ) 直流通電指令である直流電圧指令 V d c * および直流電圧

位相指令 d c に基づき、各電圧指令値 V u * ， V v * ， V w * を算出 して



PW M信号生成部 2 0 に出力する （ステップS T 1 0 5 a ) 。

[0063] また、電圧指令算出部 1 9 は、高周波通電が選択された場合には （ステツ

プS T 1 0 4 ；N o ) 、高周波通電指令である高周波電圧指令 V a c * およ

び高周波電圧位相指令 a c に基づき、各電圧指令値 V u * ，V V * ，V w

* を算出して PWM信号生成部 2 0 に出力する （ステップS T 1 0 5 b ) 。

[0064] PW M信号生成部 2 0 は、各電圧指令値 V u * ，V v * ，V w * に基づき

、各 PWM信号 U P，V P , W P，U N，V N , W N を生成 してインバ一タ

9 の各スィツチング素子 7 0 a ~ 7 0 f に出力 し （ステツプS T 1 0 6 ) 、

ステップS T 0 に戻り、通常運転モー ドによる運転が開始されるまで、

ステツプS T 1 0 1 〜ステツプS T 1 0 6 の処理を繰 り返 し実施する。

[0065] 以上説明 したように、実施の形態 1 のヒ一 卜ボンプ装置によれば、圧縮機

の運転待機中において、液冷媒が圧縮機内部に滞留 している場合、あるいは

、液冷媒が圧縮機内部に滞留 していると推定された場合に、検出あるいは推

定された冷媒寝込量に基づいて、圧縮機内部に滞留 した液冷媒を気化させて

排出するために必要な加熱量を求め、その加熱量があらか じめ設定 した閾値

以上である場合には、直流電圧印加による拘束通電、つまり、直流通電を実

施 し、閾値未満である場合には、高周波電圧印加による拘束通電、つまり、

高周波通電を実施するようにしたので、加熱量が大きい場合には、大きな発

熱量を得ることができる直流通電を行うことにより、短時間で確実に圧縮機

内部への冷媒の滞留を防止することができ、加熱量が小さい場合には、高効

率な加熱が可能な高周波通電を行うことにより、運転待機中における消費電

力を削減することができる。このように、必要な加熱量に応 じて効率よく圧

縮機への加熱を実施することにより、確実に圧縮機内部への冷媒の滞留を防

止すると共に、待機電力の削減を図ることができ、待機電力の削減による省

ェネルギ一化が可能となり、地球温暖化防止に寄与することができる。

[0066] なお、直流通電を実施する場合には、モータに直流電流が流れることによ

り、モータのロータを直流励磁により所定位置に固定することが可能となる

ため、ロータの回転や振動が発生 しない。



[0067] また、高周波通電を実施する場合には、圧縮動作時の運転周波数以上の高

周波電圧をモータに印加すれば、モータ内のロータが高周波電圧に追従でき

な くな り、回転や振動が発生することが無 くなる。そのためインバ一夕が出

力する電圧の周波数が圧縮動作時の運転周波数以上 となるようにすることが

望 ま しい。

[0068] 一般 に、圧縮動作時の運転周波数は、高々 1 k H z 程度であるので、圧縮

機の運転待機 中において高周波通電を実施する場合には、圧縮動作時の運転

周波数である 1 k H z 以上の高周波電圧をモータに印加すればよい。 また、

例えば 1 4 k H z 以上の高周波電圧をモータに印加すれば、モータの鉄心の

振動音がほぼ可聴周波数上限に近づ くため、騒音の低減 にも効果がある。 こ

こで、例えば、可聴周波数外の 2 0 k H z 程度の高周波電圧 となるようにす

れば、 より騒音を低減 させることができるが、高周波通電を実施する際には

、信頼性確保のため、インバ一タ内のスイッチング素子の最大定格周波数以

下の高周波電圧を印加するのが望 ま しい。

[0069] また、圧縮機のモータが I P M ( I n t e r i o r P e r m a n e n t

M a g n e t ) 構造の埋込磁石型モータである場合には、高周波通電を実

施する際には、高周波磁束が鎖交するロータ表面も発熱部 となる。 したがつ

て、冷媒接触面の増加により圧縮機構への速やかな加熱を実現でき、 より高

効率な冷媒加熱が可能 となる。

[0070] なお、上述 した実施の形態 1 では、圧縮機 内部 に滞留 した液冷媒を気化さ

せて排出するために必要な加熱量に応 じて、直流通電 と高周波通電 とを切替

える例 について説明 したが、例えば、直流電流 と高周波電流 とが同時に流れ

るようにインバ一タ制御部 を構成することも可能であ り、その場合には、上

述 した直流通電のメ リッ 卜である大 きな発熱量 と高周波通電のメ リッ 卜であ

る低損失 とを兼ね備えた拘束通電が可能 となる。

[0071 ] 実施の形態 2 .

実施の形態 1 では、高周波通電において電圧位相指令 を 0 ° ~ 3 6 0 °

の範囲で連続的に変化させる例 について説明 したが、本実施の形態では、キ



ャリア周波数に同期 して電圧位相を反転させることにより、キャリア周波数

に等 しい高周波通電を実施する例について説明する。

[0072] 図 1 3 は、実施の形態 2 にかかるヒ一 卜ポンプ装置における高周波通電指

令生成部の一構成例を示す図である。また、図 1 4 は、実施の形態 2 にかか

るヒ一 卜ポンプ装置における高周波通電時の各信号波形を示す図である。な

お、実施の形態 2 にかかるヒ一 卜ポンプ装置の全体構成は、実施の形態 1 に

かかるヒ一 卜ポンプ装置の全体構成と同一であるので、ここでは説明を省略

する。

[0073] 図 1 3 に示すように、実施の形態 2 における高周波通電指令生成部 1 6 a

は、実施の形態 1 において説明 した構成に加え、高周波電圧位相指令演算部

3 の出力をキヤリァ信号に同期 して反転させる高周波位相切替部 3 2 を備

えている。

[0074] ここで、実施の形態 2 にかかるヒー トポンプ装置 1 0 0 において、キヤリ

ァ周波数に同期 して電圧位相を反転させる主旨について説明する。

[0075] 一般的なィンバ一夕の場合、キヤリァ信号の周波数であるキヤリァ周波数

は、ィンバ一夕のスィツチング素子のスィツチングスピ一 ドにより上限が決

まっている。そのため、搬送波であるキャリア周波数以上の高周波電圧を出

力することは困難である。なお、一般的な I G B T ( I n s u l a t e d

G a t e B i o l a T r a n s i s t o r ) の場合、スイッチング

スピ一 ドの上限は 2 0 k H z 程度である。

[0076] また、高周波電圧の周波数がキヤリァ周波数の 1 / 0 程度以上になると

、高周波電圧の波形出力精度が悪化 し直流成分が重畳するなど悪影響を及ぼ

す虞がある。この点を考慮 して、高周波電圧の周波数をキャリア周波数の 1

/ 1 0 以下とすると、例えば、キャリア周波数が 2 0 k H z である場合には

、高周波電圧の周波数が 2 k H z 以下となり、可聴周波数帯域内となるので

、モータの電磁音による騒音が問題となる。

[0077] したがって、本実施の形態では、高周波電圧位相指令演算部 3 から出力

させる電圧位相 （以下、 「基準位相」という）を固定値とし、図 1 4 に示す



ように、キャリア信号の山の頂点から谷の頂点に至るまでの期間、つまり、

キヤリァ周波数 f c の 1周期 （1 / f c ) で高周波電圧位相指令演算部 3

の出力を 1 8 0 ° 反転させるように構成 している。このように構成すること

により、後段の電圧指令算出部 1 9 においてキャリア信号に同期 して反転す

る電圧指令 V u * ，V v * ，V w * が得 られ、さらに後段の PWM信号生成

部 2 0 においてキヤリァ信号に同期 した高精度な各 PWM信号 U P , V P ,

W P , U N , V N , W Nが生成される。このとき、電圧ベク トルは、 V O (

U P = V P = W P = 0 ) 、 V 4 ( U P = 1、 V P = W P = 0 ) V 7 ( U P

= V P = W P = ) V 3 ( U P = 0 、 V P = W P = ) V 0 ( U P = V

P = W P = 0 ) 、 の順で変化する。

[0078] 図 1 5 は、各電圧ベク トルに対応するインバ一タ内の各スイッチング素子

のO N / 0 F F 状態を示す図である。図 1 5 に示す各回路図では、破線で囲

まれたスィツチング素子が0 N、それ以外が0 F F であることを示 している

。また、電圧べク トルの変化順序を示す太矢印の回転方向 （電圧べク トルV

0 → V 4 → V 7 → V 3 → V 0 の回転方向）は、図 1 4 に示す例に対応 して

いる。

[0079] 図 1 5 に示す例では、各 PWM信号 U P，V P , W P , U N，V N , W N

は、 1 キャリア周期で図 1 5 の4 つの回路状態を 1 回転する。これにより、

キヤリァ周期を 1周期とする電流をモータ8 に流すように構成 している。

[0080] 図 1 5 に示すように、 V Oベク トル、 V 7 ベク トル印加時は、モータ8 の

線間が短絡状態となり、電圧が出力されない。この場合、モータ8 のインダ

クタンスに蓄えられたェネルギ一が電流となって短絡回路中を流れる。また

、 V 4 ベク トル印加時には、 U相を介 してモータ8 へ流入 し、 V 相およびW

相を介 してモータ8 から流出するU相方向の電流 （+ I u ) が流れ、 V 3 ベ

ク トル印加時には、 V 相およびW相を介 してモータ8 へ流入 し、 U相を介 し

てモータ8 から流出する—U相方向の電流 （― I u ) がモータ8 の巻線に流

れる。つまり、 V 4 ベク トル印加時と、 V 3 ベク トル印加時とでは、逆方向

の電流がモータ8 の巻線に流れる。そして、電圧ベク トルがV O、 V 4 、 V



7 、 V 3 、 V 0 、 の順で変化するため、 + I u と_ I u とが交互にモータ

8 の巻線に流れることになる。 この結果、図 1 5 に示すように、 V 4 べク 卜

ルとV 3 ベク トルとが 1 キヤリア周期の間に現れるため、キヤリア信号の周

波数に同期 した高周波電圧をモータ 8 の巻線に印加することが可能となる。

[0081 ] また、 V 4 ベク トルとV 3 ベク トルとが交互に出力され、 + 1 リと_ 1 リ

とが交互にモータ 8 の巻線に流れるため、正逆の トルクが瞬時に切 り替わる

。 このため、正逆の トルクが相殺され、 ロータの振動を抑えた電圧の印加が

可能となる。

[0082] 以上説明 したように、実施の形態 2 のヒ一 卜ボンプ装置によれば、高周波

電圧位相指令演算部から出力させる基準位相を固定値 とし、キヤリァ信号の

周波数に同期 して反転させることにより、キヤリア周波数に等 しい高周波通

電を実施するように したので、キヤリア信号の周波数に同期 した高精度な高

周波電圧をモータの巻線に印加することができ、モータの電磁音による騒音

を抑制することができる。

[0083] また、基準位相を 0 ° と 1 8 0 ° との間で反転させることにより、 V 4 ベ

ク トルとV 3 ベク トルとがV 0 ベク トルおよび V 7 べク トルを介 して交互に

出力され、 U相電流の方向が瞬時に切 り替わる、つまり、正逆の トルクが瞬

時に切 り替わ り、正逆の トルクが相殺されるため、 ロータの振動を抑制する

ことができる。

[0084] 実施の形態 3 .

実施の形態 2 では、高周波電圧位相指令演算部から出力させる電圧位相 （

基準位相）を固定値 とする例について説明 したが、本実施の形態では、基準

位相を時間の経過と共に変化させる例について説明する。なお、実施の形態

3 にかかるヒー トポンプ装置の全体構成、インバ一タ制御部の構成、および

拘束通電制御部の構成は、実施の形態 1 にかかるヒー トポンプ装置の全体構

成 と同一であるので、 ここでは説明を省略する。また、実施の形態 3 にかか

るヒ一 卜ポンプ装置における高周波通電指令生成部の構成は、実施の形態 2

にかかるヒー トポンプ装置における高周波通電指令生成部の構成 と同一であ



るので、ここでは説明を省略する。

[0085] 図 1 6 は、高周波通電時における I P Mモータのロータ停止位置の一例を

示す図である。図 1 6 に示すように、モータ8 が I P Mモータ （I n t e r

i o r P e r m a n e n t M a g n e t M o t o : 埋；ι 磁石型モ一

タ）である場合、モータ8 のロータ停止位置は、ロータの Ν極の向きがU相

方向からずれた角度 の大きさによって表される。

[0086] 図 1 7 は、ロータ位置と各相電流との関係を示す図である。 I Ρ Μモータ

の場合、高周波通電時における巻線インダクタンス値は、ロータ位置に依存

する。そのため、電気角周波数 ω と巻線インダクタンス値との積で表される

巻線インピーダンスは、ロータ位置に応 じて変動する。 したがって、運転待

機中に直流通電を実施する際に、同一の電圧を印加 した場合においても、口

—タ停止位置によって、モータ8 の巻線に流れる電流が変動 して しまい、加

熱量が変化する。この結果、ロータ停止位置によっては、必要な加熱量を得

るために、多くの電力が消費される虞がある。

[0087] したがって、本実施の形態では、高周波電圧位相指令演算部 3 から出力

させる電圧位相 （基準位相= f とする）を時間の経過と共に変化させるこ

とにより、ロータに満遍なく電圧を印加する。

[0088] 図 1 8 は、基準位相 f を変化させた場合の印加電圧を示す図である。図

1 8 ( a ) に示す例では、基準位相 f = O ° である場合の例を示 している

。この場合には、高周波通電指令生成部 1 6 a の出力である高周波電圧位相

指令 a c は、 0 ° と 1 8 0 ° との間で切 り替えられる。図 1 8 ( b ) に示

す例では、 f = 4 5 ° である場合の例を示 している。この場合には、 a

c は、 4 5 ° と2 2 5 ° との間で切 り替えられる。図 1 8 ( c ) に示す例で

は、 f = 9 O ° である場合の例を示 している。この場合には、 a c は、

9 0 ° と2 7 0 ° との間で切 り替えられる。図 1 8 ( d ) に示す例では、 Θ

f = 1 3 5 ° である場合の例を示 している。この場合には、 a c は、 1 3

5 ° と3 1 5 ° との間で切 り替えられる。

[0089] つまり、図 1 8 に示すように、基準位相 f を4 5 ° ずつ所定時間の経過



と共に変化させることにより、キヤ リァ信号に同期 して反転する高周波電圧

位相指令 a c も 4 5 ° ずつ変化 してい くので、 ロータ停止位置によらず、

ロータに満遍な く電圧を印加することができ、効率 よ く圧縮機 1 内部 に滞留

した液冷媒を加熱することができる。

[0090] 図 1 9 は、基準位相 f が 0 ° 、 3 0 ° 、 6 0 ° である場合の各相電流波

形 を示す図である。図 1 9 ( a ) は、 f = O ° である場合の各相電流波形

を示 し、図 1 9 ( b ) は、 f = 3 0 ° である場合の各相電流波形 を示 し、

図 1 9 ( c ) は、 f = 6 O ° である場合の各相電流波形 を示 している。

[0091 ] f = O ° である場合には、図 1 5 に示すように、 V 0 ベ ク トル とV 7 ベ

ク トル との間に、他の電圧べ ク トル （正電圧側のスイッチング素子 1 つと負

電圧側のスイツチング素子 2 つ、あるいは、正電圧側のスイツチング素子 2

つと負電圧側のスイツチング素子 1 つが才 ン状態 となる電圧べ ク 卜ル）が 1

つのみ発生する。 この場合には、図 1 9 ( a ) に示すように、各相電流波形

は台形状 とな り、高調波成分の少ない電流 となる。

[0092] また、 e f = 6 0 ° である場合も、 e f = o ° である場合 と同様 に、 v o

べ ク トル とV 7 べ ク トル との間に他の電圧べ ク トルが 1 つのみ発生するので

、図 1 9 ( c ) に示すように、各相電流波形は台形状 とな り、高調波成分が

少ない電流 となる。

[0093] しか し、 f = 3 O ° である場合には、 V 0 ベ ク トル とV 7 ベ ク トル との

間に異なる 2 つの電圧ベ ク トルが発生することとな り、図 1 9 ( b ) に示す

ように、各相電流波形が歪み、高調波成分の多い電流 となる。 この各相電流

波形の歪みは、モータ騒音やモータ軸振動などの要因となる虞がある。

[0094] つまり、基準位相 f を 6 0 ° の n 倍 （n は 0 以上の整数）で切 り替える

ようにすれば、高周波電圧位相指令 a c も常に 6 0 ° の倍数 とな り、 0 °

と 1 8 0 ° との間、 6 0 ° と 2 4 0 ° との間、 1 2 0 ° と3 0 0 ° との間で

常に切 り替わる。 このようにすれば、 V 0 ベ ク トル とV 7 ベ ク トル との間に

他の電圧べ ク トルが 1 つのみ発生するため、各相電流波形は台形状 とな り、

高調波成分が少ない電流 となる。一方、基準位相 f を 6 0 ° の n 倍以外で



切 り替えるようにした場合には、高周波電圧位相指令 a c が 6 0 ° の倍数

とならないため、 V Oベク トルとV 7 べク トルとの間に他の電圧べク トルが

2 つ発生 し、各相電流波形が歪み、高調波成分の多い電流となる。 したがつ

て、基準位相 f は、 0 ° 、 6 0 ° 、 1 2 0 ° 、 のように6 0 ° の倍数で

変化させることが望ましい。

[0095] 以上説明 したように、実施の形態 3 のヒ一 卜ボンプ装置によれば、高周波

電圧位相指令演算部から出力させる基準位相を所定時間毎に変化させ、高周

波通電を実施する際に、高周波交流電圧の通電位相を所定時間毎に変化させ

るようにしたので、ロータ停止位置によるインダクタンス特性の影響を排除

することができ、ロータ停止位置によらず、効率よく均一に圧縮機内部に滞

留 した液冷媒を加熱することができる。

[0096] また、基準位相を所定時間毎に6 0 ° の倍数で変化させるようにすれば、

各相電流波形の高調波成分を抑制することができ、モータ騒音やモータ軸振

動の発生を防止することができる。

[0097] 実施の形態 4 .

本実施の形態では、実施の形態 1 ~ 3 に記載 したヒ一 卜ポンプ装置を適用

可能な空気調和機、 ヒー トポンプ給湯機、冷蔵庫、および冷凍機について説

明する。

[0098] ここでは、実施の形態 4 にかかる空気調和機、 ヒー トポンプ給湯機、冷蔵

庫、および冷凍機の冷凍サイクルのより具体的な構成および通常運転モ一 ド

における動作について、図 2 0 、図 2 1 を参照 して説明する。

[0099] 図 2 0 は、実施の形態 4 にかかる冷凍サイクルの一構成例を示す図である

。また、図 2 1 は、図 2 0 に示す冷凍サイクルにおける冷媒の状態遷移を示

すモリエル線図である。図 2 1 において、横軸は比ェンタルピ、縦軸は冷媒

圧力を示す。

[01 00] 実施の形態 4 にかかる冷凍サイクル 5 0 a は、圧縮機 5 と、熱交換器 5

2 と、膨張機構 5 3 と、 レシ一バ 5 4 と、内部熱交換器 5 5 と、膨張機構 5

6 と、熱交換器 5 7 とが配管により順次接続され、冷媒が循環する主冷媒回



路 5 8 を備 え形成 される。なお、主冷媒回路 5 8 において、圧縮機 5 の吐

出側 には、四方弁 5 9 が設 け られ、冷媒の循環方向が切 り替え可能 とな って

いる。 また、熱交換器 5 7 の近傍 には、 ファン 6 0 が設 け られる。 また、圧

縮機 5 1 の内部 には、冷媒 を圧縮する圧縮機構 7 と、 この圧縮機構 7 を動作

させるモータ 8 とが設 け られている。 さ らに、冷凍サイクル 5 0 a は、 レシ

—バ 5 4 と内部熱交換器 5 5 との間か ら、圧縮機 5 のインジェクシ ョンパ

イブまでを配管 によ り繋 ぐインジェクシ ョン回路 6 2 を備 える。 インジェク

シ ヨン回路 6 2 には、膨張機構 6 、 内部熱交換器 5 5 が順次接続 される。

[01 0 1 ] 熱交換器 5 2 には、水が循環する水回路 6 3 が接続 される。なお、水回路

6 3 には、給湯器 （図示せず）、 ラジェ一タ （図示せず）や床暖房等の放熱

器 （図示せず）等の水 を利用する装置が接続 される。

[01 02] まず、冷凍サイクル 5 0 a における暖房運転時の動作 について説明する。

暖房運転時には、四方弁 5 9 は、図 2 0 中の実線方向に設定される。なお、

この暖房運転 とは、空気調和機 における暖房運転だけでな く、 ヒー トポ ンプ

給湯機 において水 に熱 を与えて温水 を作 る給湯運転 も含む。

[01 03] 図 2 において、圧縮機 5 で高温高圧 とな った気相冷媒 （図 2 の A 点

) は、圧縮機 5 1 か ら吐出され、凝縮器であ り放熱器 となる熱交換器 5 2 で

熱交換 されて液化する （図 2 1 の B 点）。 この とき、冷媒か ら放熱 された熱

によ り、水回路 6 3 を循環する水が温め られ、空気調和機 における暖房運転

ゃ ヒ一 卜ボ ンプ給湯機 における給湯運転 に利用される。

[01 04] 熱交換器 5 2 で液化 された液相冷媒は、膨張機構 5 3 で減圧 され、気液二

相状態 になる （図 2 1 の C 点）。膨張機構 5 3 で気液二相状態 にな った冷媒

は、 レシーバ 5 4 で圧縮機 5 1 へ吸入される冷媒 と熱交換 され、冷却 されて

液化 される （図 2 1 の D 点）。 レシーバ 5 4 で液化 された液相冷媒は、主冷

媒回路 5 8 と、 ィンジェクシ ヨン回路 6 2 とに分岐 して流れる。

[01 05] 主冷媒回路 5 8 を流れる液相冷媒は、膨張機構 6 で減圧 され気液二相状

態 とな つたィンジェクシ ヨン回路 6 2 を流れる冷媒 と内部熱交換器 5 5 で熱

交換 されて、 さ らに冷却 される （図 2 1 の E 点）。 内部熱交換器 5 5 で冷却



された液相冷媒は、膨張機構 5 6 で減圧 されて気液二相状態 になる （図 2 1

の F 点）。膨張機構 5 6 で気液二相状態 にな った冷媒は、蒸発器 となる熱交

換器 5 7 で外気 と熱交換 され、加熱 される （図 2 1 の G 点）。 そ して、熱交

換器 5 7 で加熱 された冷媒は、 レシーバ 5 4 でさ らに加熱 され （図 2 1 の H

点）、圧縮機 5 に吸入される。

[01 06] —方、 インジェクシ ョン回路 6 2 を流れる冷媒は、上述 したように、膨張

機構 6 で減圧 されて （図 2 1 の I 点）、 内部熱交換器 5 5 で熱交換 される

(図 2 の 」点）。 内部熱交換器 5 5 で熱交換 された気液二相状態の冷媒 （

インジェクシ ョン冷媒）は、気液二相状態のまま圧縮機 5 1 のインジェクシ

ヨンパイプか ら圧縮機 5 内へ流入する。

[01 07] 圧縮機 5 では、主冷媒回路 5 8 か ら吸入された冷媒 （図 2 の H 点）が

、 中間圧 まで圧縮、加熱 される （図 2 1 の K 点）。 中間圧 まで圧縮、加熱 さ

れた冷媒 （図 2 の K 点）に、 インジェクシ ョン冷媒 （図 2 の J 点）が合

流 して、温度が低下する （図 2 1 の L 点）。 そ して、温度が低下 した冷媒 （

図 2 1 の L 点）が、 さ らに圧縮、加熱 され高温高圧 とな り、吐出される （図

の A 点）。

[01 08] なお、 インジェクシ ョン運転 を行わない場合 には、膨張機構 6 1 の開度 を

全閉にする。つまり、 インジェクシ ョン運転 を行 う場合 には、膨張機構 6 1

の開度が所定の開度 よ りも大 きくな っているが、 ィンジェクシ ヨン運転 を行

わない際には、膨張機構 6 1 の開度 を所定の開度 よ り小さ くする。 これによ

り、圧縮機 5 1 のインジェクシ ョンパイプへ冷媒が流入 しない。なお、膨張

機構 6 1 の開度 は、マイクロコンピュータ等の制御部 （図示せず）によ り電

子制御 によ り制御 される。

[01 09] つ ぎに、冷凍サイクル 5 0 a における冷房運転時の動作 について説明する

。冷房運転時には、四方弁 5 9 は図 2 0 中の破線方向に設定される。なお、

この冷房運転 とは、空気調和機 における冷房運転だけでな く、冷蔵庫 におい

て水か ら熱 を奪 って冷水 を作 ることや、冷凍機 における冷凍運転 も含む。

[01 10] 圧縮機 5 で高温高圧 とな った気相冷媒 （図 2 の A 点）は、圧縮機 5



か ら吐出され、凝縮器であ り放熱器 となる熱交換器 5 7 で熱交換 されて液化

する （図 2 の B 点）。熱交換器 5 7 で液化 された液相冷媒は、膨張機構 5

6 で減圧 され、気液二相状態 になる （図 2 1 の C 点）。膨張機構 5 6 で気液

二相状態 にな った冷媒は、 内部熱交換器 5 5 で熱交換 され、冷却 され液化 さ

れる （図 2 1 の D 点）。 内部熱交換器 5 5 では、膨張機構 5 6 で気液二相状

態 にな った冷媒 と、 内部熱交換器 5 5 で液化 された液相冷媒 を膨張機構 6

で減圧 させて気液二相状態 にな った冷媒 （図 2 1 の I 点） とを熱交換 させて

いる。 内部熱交換器 5 5 で熱交換 された液相冷媒 （図 2 1 の D 点）は、主冷

媒回路 5 8 と、 ィンジェクシ ヨン回路 6 2 とに分岐 して流れる。

[01 11] 主冷媒回路 5 8 を流れる液相冷媒は、 レシ一バ 5 4 で圧縮機 5 に吸入さ

れる冷媒 と熱交換 されて、 さ らに冷却 される （図 2 1 の E 点）。 レシ一バ 5

4 で冷却 された液相冷媒は、膨張機構 5 3 で減圧 されて気液二相状態 になる

(図 2 1 の F 点）。膨張機構 5 3 で気液二相状態 にな った冷媒は、蒸発器 と

なる熱交換器 5 2 で熱交換 され、加熱 される （図 2 1 の G 点）。 この とき、

冷媒が吸熱することによ り、水回路 6 3 を循環する水が冷やされ、空気調和

機 における冷房運転や冷凍機 における冷凍運転 に利用される。

[01 12] そ して、熱交換器 5 2 で加熱 された冷媒は、 レシーバ 5 4 でさ らに加熱 さ

れ （図 2 の H 点）、圧縮機 5 に吸入される。

[01 13] —方、 インジェクシ ョン回路 6 2 を流れる冷媒は、上述 したように、膨張

機構 6 で減圧 されて （図 2 1 の I 点）、 内部熱交換器 5 5 で熱交換 される

(図 2 の 」点）。 内部熱交換器 5 5 で熱交換 された気液二相状態の冷媒 （

インジェクシ ョン冷媒）は、気液二相状態のまま圧縮機 5 1 のインジェクシ

ョンパイプか ら圧縮機 5 内に流入する。

[01 14] 圧縮機 5 1 内での圧縮動作 については、暖房運転時 と同様であるので、 こ

こでは省略する。

[01 15] なお、 インジェクシ ョン運転 を行わない際には、暖房運転時 と同様 に、膨

張機構 6 の開度 を全閉に して、圧縮機 5 のインジェクシ ョンパイプへ冷

媒が流入 しないようにする。



[01 16 ] また、上記説明では、熱交換器 5 2 は、冷媒 と、水回路 6 3 を循環する水

とを熱交換 させるプ レー 卜式熱交換器のような熱交換器であると して説明 し

た。熱交換器 5 2 は、 これに限 らず、冷媒 と空気を熱交換 させるものであ つ

てもよい。

[01 17 ] また、水回路 6 3 は、水が循環する回路ではな く、他の流体が循環する回

路であ ってもよい。

[01 18 ] 以上説明 したように、実施の形態 4 の空気調和機、 ヒー トポ ンプ給湯機、

冷蔵庫、 および冷凍機 によれば、上述 した実施の形態 1 ~ 3 に記載の ヒ一 卜

ポ ンプ装置 を適用することによ り、実施の形態 1 ~ 3 において説明 した効果

を得 ることがで き、待機電力の削減 による省エネルギー化が可能であ り、地

球温暖化防止に寄与することがで きる。

[01 19 ] なお、上述 した実施の形態 におけるインバ一タを構成するスイ ッチ ング素

子 と、 これに並列に接続 される環流 ダイオー ドと しては、一般的には珪素 （

S i ：シ リコ ン） を材料 とする S ί 系半導体 を用いるのが主流であるが、炭

化珪素 （S i C ) ゃ窒化 ガ リウム （G a N ) 、 ダイヤモン ドを材料 とするヮ

ィ ドバ ン ドギャップ （W B G ) 半導体 を用いてもよい。

[01 20] このようなW B G 半導体 によって形成 されたスィ ッチ ング素子やダイ才一

ド素子は、耐電圧性が高 く、許容電流密度 も高い。 そのため、 スイ ッチ ング

素子やダイ才ー ド素子の小型化が可能であ り、 これ ら小型化 されたスィ ツチ

ング素子やダイ才一 ド素子を用いることによ り、 これ らの素子を組み込んだ

半導体モジュ一ルの小型化が可能 となる。

[01 2 1 ] また、 このようなW B G 半導体 によって形成 されたスイ ッチ ング素子ゃダ

ィ才一 ド素子は、耐熱性 も高い。 そのため、 ヒ一 卜シンクの放熱 フィンの小

型化や、水冷部の空冷化が可能であるので、半導体モジュールの一層の小型

化が可能 になる。

[01 22] さ らに、 このようなW B G 半導体 によって形成 されたスイ ッチ ング素子や

ダイオー ド素子は、電力損失が低 い。 そのため、 スイ ッチ ング素子やダイ才

- ド素子の高効率化が可能であ り、延いては半導体モジュールの高効率化が



可能 になる。

[01 23] また、 よ り高い周波数でのスイ ッチ ングが可能 となるため、 モータによ り

高い周波数の電流 を流す ことが可能 とな り、 モータの巻線 ィンピ一ダンス増

加 による巻線電流低減 によ りインバ一タへ流れる電流 を低減で きるため、 よ

り効率の高い ヒー トポ ンプ装置 を得 ることが可能 となる。 さ らには、高周波

数化が容易であるため、可聴周波数帯域以上の周波数 に設定することがで き

、騒音対策が容易 となる等の利点がある。

[01 24] また、直流通電においても、電力損失が小さ くなるため、発熱が小さ くな

るだけでな く、仮 に大電流が流れた場合でも、高耐熱性能が高いため、信頼

性の高い ヒ一 卜ボ ンプ装置 を得 ることがで きる等の利点がある。

[01 25] なお、 スイ ッチ ング素子及びダイオー ド素子の両方がW B G 半導体 によつ

て形成 されていることが望 ま しいが、 いずれか一方の素子がW B G 半導体 よ

つて形成 されていてもよ く、上述 した実施の形態 における効果 を得 ることが

で きる。

[01 26] W B G 半導体の他 にも、高効率なスイ ッチ ング素子 と して知 られているス

—パ 一 ジャンクシ ョン構造のM O S F E T ( M e t a l — O x i d e — S e

m i c o n d u c t o r F i e l d — E f f e c t T r a n s i s t o

r ) を用いても、同様の効果 を得 ることが可能である。

[01 27] また、 スクロール機構の圧縮機 は、圧縮室の高圧 リリーフが困難である。

そのため、他の方式の圧縮機 に比べ、液圧縮 した場合 に圧縮機構 に過大なス

トレスが掛かる可能性が高い。 しか し、上述 した実施の形態 にかかる ヒ一 卜

ポ ンプ装置では、効率 よ く圧縮機 を加熱することが可能であ り、圧縮機 内部

への液冷媒の滞留 を抑制することで きる。 そのため、液圧縮 を防止すること

がで きるので、 スクロ一ル機構の圧縮機 を用いる場合 にも効果的である。

[01 28] さ らに、高周波通電を実施する場合 に、周波数 1 O k H z 、 出力 5 0 W を

超 える加熱機器の場合、法令 による制約 を受ける場合 もある。 そのため、事

前 に 5 0 W を超 えないよう電圧指令 V * の調整や、流れる電流や電圧 を検 出

して 5 0 W以下 となるようフィ一 ドバ ック制御 を行 うように してもよい。



[01 29] なお、 ィンバ一タ制御部 は、 C P U ( C e n t r a l P o c e s s i

n g U n i t ) や D S P ( D i g i t a l S i g n a l P r o c e s

s o r ) 、 マイクロコンピュータ （マイコン）の離散 システムで構成可能で

あ り、 その他 にもアナ 口グ回路やデジタル回路等の電気回路素子な どで構成

してもよい。

[01 30] また、以上の実施の形態 に示 した構成 は、本発明の構成の一例であ り、別

の公知の技術 と組み合わせることも可能である し、本発明の要 旨を逸脱 しな

い範囲で、一部 を省略する等、変更 して構成することも可能であることは言

うまでもない。

符号の説明

[01 3 1 ] 圧縮機

四方弁

3 熱交換器

膨張機構

5 熱交換器

6 冷媒配管

圧縮機構

8 モ一タ

9 イ ンバ一タ

1 0 ィ ンバ一タ制御部

1 直流電圧源

拘束通電制御部

3 駆動信号生成部

加熱判定部

5 直流通電指令生成部

1 6 ， 1 6 a 高周波通電指令生成部

加熱指令部

8 通電切替部



電圧指令算出部

P W M信号生成部

温度検 出部

冷媒寝込量推定部

冷媒寝込量検 出部

冷媒寝込判定切替部

加熱要否判定部

加熱量演算部

通電切替判断部

直流電圧指令演算部

直流電圧位相指令演算部

高周波電圧指令演算部

高周波電圧位相指令演算部

高周波位相切替部

通電切替制御部

， 4 0 a ， 4 0 b 冷媒寝込量出力部

， 5 0 a 冷凍サイクル

圧縮機

， 5 7 熱交換器

, 5 6 ， 6 1 膨張機構

レシーバ

内部熱交換器

主冷媒回路

四方弁

ファン

インジェクシ ョン回路

水回路

a ~ 7 0 f スイ ッチ ング素子



8 0 f 還流 ダイオー ド

ヒ一 卜ポ ンプ装置



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 冷媒 を圧縮する圧縮機構 と前記圧縮機構 を駆動するモータとを有す

る圧縮機 と、熱交換器 と、前記 モ ー タ に所望の電圧 を印加するイ ンバ

—夕と、前記ィンバ一タを駆動する駆動信号 を生成するインバ一タ制

御部 と、 を備 える ヒー トポ ンプ装置であ って、

前記ィンバ一タ制御部 は、

前記圧縮機 の運転待機 中において、前記圧縮機への冷媒寝込量 に基

づいて、 当該圧縮機への加熱が必要であるか否かを判定すると共 に、

当該圧縮機への加熱が必要であると判定 した場合 に、前記冷媒寝込量

に応 じて、前記モータに直流電圧 を供給する直流通電 と前記モータに

通常運転時よ りも高い周波数の高周波電圧 を供給する高周波通電 との

うち、 いずれか一方 を選択 して、前記モータの拘束通電を実施するた

めの拘束通電指令 を出力する拘束通電制御部 と、

前記拘束通電指令 に基づ き前記駆動信号 を生成する駆動信号生成部

と、

を備 えることを特徴 とする ヒ一 卜ポ ンプ装置。

[ 請求項 2 ] 前記拘束通電制御部 は、

前記冷媒寝込量 を推定あるいは検 出 して出力する冷媒寝込量出力部

と

前記冷媒寝込量 に応 じた加熱量 を演算する加熱量演算部 と、

前記加熱量 に基づいて、前記直流通電を実施するための直流電圧指

令 および直流電圧位相指令 を含む直流通電指令 を生成する直流通電指

令生成部 と、

前記加熱量 に基づいて、前記高周波通電を実施するための高周波電

圧指令 および高周波電圧位相指令 を含む高周波通電指令 を生成する高

周波通電指令生成部 と、

前記加熱量 に基づいて、前記直流通電指令 と前記高周波通電指令 と

を切 り替え、前記拘束通電指令 と して出力する通電切替判断部 と、



を備 えることを特徴 とする請求項 1 に記載の ヒー 卜ポ ンプ装置。

前記通電切替判断部 は、あ らか じめ定め られた閾値 と前記加熱量 と

を比較 して、前記加熱量が前記閾値以上である場合 に、前記通電切替

判断部が前記直流通電指令 を前記拘束通電指令 と して出力するように

制御 し、前記加熱量が前記閾値未満である場合 に、前記通電切替判断

部が前記高周波通電指令 を前記拘束通電指令 と して出力するように制

御することを特徴 とする請求項 2 に記載の ヒー トボ ンプ装置。

前記高周波通電指令生成部 は、前記高周波電圧位相指令 を前記ィン

バ—夕のキヤ リァ信号 に同期 させて反転 させることを特徴 とする請求

項 3 に記載の ヒ一 卜ボ ンプ装置。

前記高周波通電指令生成部 は、所定時間毎 に、前記高周波電圧位相

指令 を反転 させる基準位相 を変化 させることを特徴 とする請求項 4 に

記載の ヒ一 卜ポ ンプ装置。

前記高周波通電指令生成部 は、前記基準位相 を前記所定時間毎 に 6

0 ° の倍数で変化 させることを特徴 とする請求項 5 に記載の ヒ一 卜ポ

ンプ装置。

前記冷媒寝込量出力部 は、 当該 ヒー 卜ポ ンプ装置 を構成するいずれ

かの部品あるいは構成要素の温度 および雰囲気温度の うちの少な くと

も 1 つを検 出 して前記冷媒寝込量 を推定することを特徴 とする請求項

3 に記載の ヒ一 卜ボ ンプ装置。

前記冷媒寝込量出力部 は、前記圧縮機 の内部 に滞留 した液冷媒の液

量あるいは液面 を検知 して前記冷媒寝込量 を検 出することを特徴 とす

る請求項 3 に記載の ヒ一 卜ボ ンプ装置。

前記加熱量演算部 は、前記圧縮機 の特性 に合わせて前記加熱量 を演

算することを特徴 とする請求項 3 に記載の ヒー トボ ンプ装置。

前記ィンバ一タを構成するスィ ツチ ング素子の少な くとも 1 つは、

ワイ ドバ ン ドギャップ半導体 によって形成 された ことを特徴 とする請

求項 1 に記載の ヒ一 卜ボ ンプ装置。



[ 請求項 11] 前記インバ一タを構成するダイオー ドは、 ワイ ドバ ン ドギャップ半

導体 によって形成 された ことを特徴 とする請求項 1 に記載の ヒ一 卜ポ

ンプ装置。

[ 請求項 12 ] 前記 ワイ ドバ ン ドギャップ半導体は、炭化珪素、窒化 ガ リウム系材料

又はダイヤモン ドであることを特徴 とする請求項 1 0 または 1 1 に記

載の ヒ一 卜ポ ンプ装置。

[ 請求項 13 ] 請求項 1 〜 1 2 のいずれか一項 に記載の ヒー 卜ポ ンプ装置 を備 えた

ことを特徴 とする空気調和機。

[ 請求項 14] 請求項 1 〜 1 2 のいずれか一項 に記載の ヒー 卜ポ ンプ装置 を備 えた

ことを特徴 とする ヒ一 卜ポ ンプ給湯機。

[ 請求項 15 ] 請求項 1 〜 1 2 のいずれか一項 に記載の ヒー 卜ポ ンプ装置 を備 えた

ことを特徴 とする冷蔵庫。

[ 請求項 16 ] 請求項 1 〜 1 2 のいずれか一項 に記載の ヒー 卜ポ ンプ装置 を備 えた

ことを特徴 とする冷凍機。
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